
　今後、白川浄水場や白川第１送水管などの基幹水道施設の更新が本格化することに加え、労務・資材
単価の上昇などにより、建設改良費は増加していく見込みです。一方で、収入の大部分を占める給水収
益が、人口減少に伴って今後緩やかに減少していく見込みのため、財政状況はますます厳しくなります。
　ダウンサイジングを考慮した更新などによる経費節減、企業債の活用などの取組により、本ビジョン
期間中は、大きな社会情勢の変化がない限り、資金不足を回避できる見込みですが、本ビジョン期間終
了後には純利益と資金残高がマイナスになる試算結果となりました。
　将来にわたって水道水を安定的に供給するためには、経年劣化した水道施設を着実に更新するととも
に、大地震に備えた耐震化も進める必要があり、今後も長期にわたって多額の投資が必要となります。
　そのため、経営努力や事業手法の工夫による一層の支出抑制、資産の有効活用や補助金の活用によ
る収入の確保などに取り組みながら、収益的収入の大半を占める給水収益の更なる確保についても検
討していくことが必要となります。

６　総括

● 現行料金水準のもと、各事業を実施した場合、資金残高は本ビジョン終了直後の２０３５年度にはマ
イナスになり、純利益は２０３８年度にマイナスになる試算結果となりました。

①試算条件

②試算結果

　２～４の試算結果のほか、維持管理費や減価償却費などを見込んで、純利益と資金残高の見通しを
試算しました。

５　純利益と資金残高の見通し

【図表49】純利益（税抜）と資金残高の推移
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　「水道事業ガイドライン」は水道事業におけるサービス水準を定量化（数値化）して評価するための業
務指標として、公益社団法人日本水道協会が定めた規格です。
　以下の表は、業務指標の中から本ビジョンで目標として掲げた指標を抽出し、令和４(2022)年度の全
国１９大都市平均値と比較したものです。

水道事業ガイドラインに基づく業務指標の大都市比較について

【図表50】主な業務指標の札幌市と大都市平均の比較

業務指標
札幌市
R5(2023)
実　績

札幌市
R16(2034)
目　標

大都市平均
R4(2022)
実　績

指標の解説

浄水施設の耐震化率 21.3％ 36.9％ 46.9％

漏水率 2.3％
（過去５年平均） 2.3％以下維持 4.5％ 配水量に対する漏水量の割合

【低い方が望ましい】

管路点検率 73.5％
（過去５年平均） 75％以上維持 39.4％

管路延長に対する１年間で点検した
管路延長の割合
【高い方が望ましい】

浄水場事故割合 ０件 ０件維持 0.2件
直近10年間に浄水場が事故で停止し
た件数の１浄水場当たりの割合
【低い方が望ましい】

給水収益に対する
企業債残高の割合 134％ 236％以下 272.7％ 給水収益に対する企業債残高の割合

【低い方が望ましい】

内部研修時間

外部研修時間
25.1時間 26.0時間

（10年平均） 18.7時間
職員１人当たりの研修の受講時間
【高い方が望ましい】
※本ビジョンの指標は内部・外部研修時間を合算
　して「研修時間（職員１人当たり）」としている。

全浄水施設能力に対する耐震対策が
施されている浄水施設能力の割合
【高い方が望ましい】
※本ビジョンの指標は「浄水場の耐震化率」とし
　ている。
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